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(57)【要約】
【課題】高いエジェクタ性能を得ることができるととも
に、短い流路構造で十分な吸音性能を得ることができる
流路構造体を提供する。
【解決手段】ジェットを収容体３内部から外部に放出す
る流路構造体１０であって、ジェットを通す流路５が形
成されており、流路５の一端は収容体３の内部にて前記
ジェット及びエジェクタによる周囲空気を受け入れるよ
うに開口し、流路５の他端は収容体３の外部に開口し、
流路５の断面中心に対し放射状に延びるとともに、断面
中心を回る周方向に間隔を置いて配置される複数の吸音
材７を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ジェットを収容体内部から外部に放出する流路構造体であって、
　ジェットを通す流路が形成されており、
　該流路の一端は前記収容体の内部にて前記ジェット及びエジェクタによる周囲空気を受
け入れるように開口し、前記流路の他端は前記収容体の外部に開口し、
　前記流路の断面中心に対し放射状に延びるとともに、前記断面中心を回る周方向に間隔
を置いて配置される複数の吸音材を備える、ことを特徴とする流路構造体。
【請求項２】
　前記各吸音材は、前記断面中心から所定距離だけ隔てた位置から、前記断面中心から離
れる方向に延びている、ことを特徴とする請求項１に記載の流路構造体。
【請求項３】
　前記周方向に配置される前記吸音材の数は、前記流路の内周側部分よりも外周側部分の
ほうが多くなっている、ことを特徴とする請求項１または２に記載の流路構造体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ジェットを噴出するエンジンを収容する収容体に設けられる流路構造体に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　ジェットを噴出するエンジン１（例えばジェットエンジン）において、図５に示すよう
に、収容体３の内部にエンジン１を収容させる場合がある。この収容体３室内で、例えば
エンジン１を作動させエンジン１からジェット排ガス（高速の燃焼ガス）を排出させる。
そのための流路１１を有する流路構造体１３が収容体３に設けられる。具体的には、流路
１１の一端が、流路１１の収容体３の内部にてジェット排ガスを受け入れるように開口し
、流路１１の他端は前記収容体３の外部に開口し、これにより、ジェット排ガスは、流路
１１を通って収容体３の外部に放出される。
【０００３】
　収容体３内で発生するジェット排ガスの排出には、次に２つの性能が必要である。
（１）エジェクタ性能
　エジェクタ性能とは、動力を使わずに、ジェット排ガスが、収容体３内の空気（以下、
室内空気ともいう）に包み込まれるように室内空気を連行して、圧力の低い収容体３内か
ら圧力の高い収容体３外部へ放出される性能である。このエジェクタ性能が良好でない場
合、ジェット排ガスにおける外周部分の排ガスが、収容体３内に漏れて排ガス有毒成分が
収容体３内にこもるだけでなく、収容体３内の温度が上昇しエンジンの運転もできなくな
る。
（２）消音性能
　この消音性能が良好でない場合、当然ながらやかましい。
【０００４】
（従来技術１）
　消音性能を確保するためには、吸音材とジェット排ガスとの接触面積を大きくする必要
がある。そこで、流路内に、スプリッタ型吸音材や円筒型吸音材を設けている。図６は、
スプリッタ型吸音材１５を設けた場合を示し、図７は、円筒型吸音材１７を設けた場合を
示している。図６と図７において、（Ｂ）は（Ａ）のＢ－Ｂ線矢視図である。
（従来技術２）
　また、流路壁のみを吸音材仕上げとすることも行われている。なお、この場合、流路壁
の外側圧力を高くして吸音材表面とジェット排ガスとの抵抗を低減することができる（特
許文献１を参照）。
（従来技術３）
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　収容体３がハッシュハウスやエンジンテストセルなどである場合には、図８に示すよう
に、流路において、まずエジェクタ部１９を設け、これの下流側で、エジェクタ部１９か
ら曲がった箇所において、スプリッタ型吸音材１５を配置したスプリッタ部２１を設けて
いる。この構成では、エジェクタ部１９で、ジェット動圧を静圧上昇に変換し、この後、
スプリッタ部２１で消音を行う。なお、図８（Ｂ）は図８（Ａ）のＢ－Ｂ線矢視図である
。
（従来技術４）
　流路の距離をとれない場合には、エジェクタ効果を利用することをあきらめて、換気フ
ァンを設けていた。この場合、換気ファンで、ジェット排ガスを室内空気ごと、外部に引
き出す。
【特許文献１】特開平１１―２７０３４４
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来技術１では、吸音材１５、１７とジェット排ガスとの接触面積が広いので、短い流
路構造で十分に吸音できる。しかし、従来技術１では、スプリッタ型吸音材１５または円
筒型吸音材１７が、ジェット排ガスを分割するので、ジェット排ガスと周囲空気との乱流
混合が十分でない。このため、エジェクタ効果が働かず、ジェット排ガスは、収容体３外
部へ室内空気を連行できない。
　一方、従来技術２では、エジェクタ効果は十分に働くが、吸音材とジェット排ガスとの
接触面積が小さくなるため、長い流路構造が必要となる。
　また、従来技術３では、エジェクタ部の下流にスプリッタ部を設けるため、非常に長い
流路構造となる。
　従来技術４では、換気ファンを駆動する動力が必要となるだけでなく、換気ファンの耐
熱性を考慮して、過剰な空気を収容体内に引き込んでガス平均温度を十分に下げる必要が
ある。
【０００６】
　そこで、本発明の目的は、高いエジェクタ性能を得ることができるとともに、短い流路
構造で十分な吸音性能を得ることができる流路構造体を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、本発明によると、ジェットを収容体内部から外部に放出する
流路構造体であって、
　ジェットを通す流路が形成されており、
　該流路の一端は前記収容体の内部にて前記ジェット及びエジェクタによる周囲空気を受
け入れるように開口し、前記流路の他端は前記収容体の外部に開口し、
　前記流路の断面中心に対し放射状に延びるとともに、前記断面中心を回る周方向に間隔
を置いて配置される複数の吸音材を備える、ことを特徴とする流路構造体が提供される。
【０００８】
　上述した本発明の流路構造体では、複数の吸音材が、前記流路の断面中心に対し放射状
に延びるので、この放射方向に収容体内の空気とジェット（例えば、ジェット排ガス）と
を十分に混合することができ、これにより、エジェクタとしての圧力上昇が可能になる。
従って、高いエジェクタ性能が得られ、圧力の低い収容体内の空気が、ジェットを包むよ
うに、ジェットに連行されて収容体外部に放出されるようになる。
　また、複数の吸音材が、前記断面中心を回る周方向に間隔を置いて配置されるので、吸
音材とジェットとの接触面積を、流路方向の単位距離あたり大きくできる。従って、短い
流路構造で十分な吸音性能を得ることができる。
【０００９】
　本発明の好ましい実施形態によると、前記各吸音材は、前記断面中心から所定距離だけ
隔てた位置から、前記断面中心から離れる方向に延びている。
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【００１０】
　このように、前記各吸音材は、前記断面中心から所定距離だけ隔てた位置から、前記断
面中心から離れる方向に延びているので、前記流路の断面中心部には、吸音材が位置しな
いようになっている。これにより、ジェットの流れ抵抗を最小限にすることができる。即
ち、断面中心部では、ジェットの流速が最も大きくなるが、この部分は、吸音材が存在し
ない完全な空洞となるので、ジェットの流れ抵抗を最小限にすることができる。
【００１１】
　本発明の好ましい実施形態によると、前記周方向に配置される前記吸音材の数は、前記
流路の内周側部分よりも外周側部分のほうが多くなっている。
【００１２】
　このように、前記周方向に配置される前記吸音材の数は、前記流路の内周側部分よりも
外周側部分のほうが多くなっているので、内周側部分と外周側部分との間で、周方向に関
する吸音材同士の間隔を、均一に近づけることができる。これにより、周方向に関する吸
音材同士の間隔の均一化を図ることができる。
【発明の効果】
【００１３】
　上述した本発明によると、高いエジェクタ性能を得ることができるとともに、短い流路
構造で十分な吸音性能を得ることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明を実施するための最良の実施形態を図面に基づいて説明する。なお、各図におい
て共通する部分には同一の符号を付し、重複した説明を省略する。
【００１５】
［第１実施形態］
　図１は、本発明の第１実施形態による流路構造体１０を示す図である。図１（Ｂ）は、
図１（Ａ）のＢ－Ｂ線矢視図である。流路構造体１０は、ジェットを噴出するエンジン１
（例えば、ジェットエンジン）を内部に収容する収容体３に設けられる。この流路構造体
１０には、エンジン１から噴出されるジェット（例えば、ジェット排ガス）を通す流路５
が形成されている。図１に示すように、該流路５の一端は前記収容体３の内部に開口し、
前記流路５の他端は前記収容体３の外部に開口し、流路５一端の開口は、エンジン１から
のジェット排ガス及びエジェクタによる周囲空気を受け入れるように配置されている。こ
れにより、前記ジェット排ガスは、前記流路５を通って前記収容体３の外部に放出される
ようになっている。収容体３は、例えば、ホバークラフトなどエンジン１から噴出される
ジェットで推進力または方向転換用推力を得ることで移動する移動装置に設けられている
ものであってよい。
【００１６】
　本実施形態によると、流路構造体１０は、複数の吸音材７を備える。各吸音材７の形状
は、板状であってよい。複数の吸音材７は、前記流路５の断面中心Ｃに対し放射状に延び
る。図１の例では、各吸音材７は、放射状に流路５の内壁５ａまで延びており、この内壁
５ａに結合・支持されている。
　また、前記断面中心Ｃを回る周方向に間隔を置いて、複数の吸音材７が配置される。好
ましくは、複数の吸音材７は等間隔で周方向に配置される。
【００１７】
　本発明によると、複数の吸音材７は、断面中心Ｃから流路５の内壁５ａまで延びていて
もよい。この場合、複数の吸音材７同士は断面中心Ｃにおいて結合されていてよい。
　しかし、流路５の断面中心部では、ジェット排ガスの流速が最も高くなるので、この部
分の流れ抵抗を低減するように、流路５中心部を完全な空洞とするのが好ましい。そのた
めに、図１（Ｂ）の例では、前記各吸音材７は、前記断面中心Ｃから所定距離だけ隔てた
位置から、前記断面中心Ｃから離れる方向に流路５の内壁５ａまで延びている。
【００１８】
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　上述した第１実施形態による流路構造体１０では、複数の吸音材７が、前記流路５の断
面中心Ｃに対し放射状に延びるので、この放射方向に収容体３内の空気とジェット排ガス
とを十分に混合することができ、これにより、エジェクタとしての圧力上昇が可能になる
。従って、高いエジェクタ性能が得られ、圧力の低い収容体３内の周囲空気が、ジェット
排ガスを包むように、ジェット排ガスに連行されて収容体３外部に放出されるようになる
。より詳しく説明する。エジェクタ効果は、ジェット排ガスの運動量が、周囲空気（２次
空気）に拡散することにより静圧を上昇させ（即ち、２次空気吸引負圧を発生させ）、ジ
ェット排ガスを周囲空気とともに排出させる効果である。このためには、ジェット排ガス
と周囲空気が十分に一体となる混合が必要である。図６、図７に示す従来のように吸音材
１５、１７を配置すると、前記放射方向の混合が妨げられるが、図１に示す本実施形態の
ように吸音材７を配置することで、混合が妨げられることが防止され、前記放射方向に十
分な混合がなされる。
　さらに、本実施形態では、複数の吸音材７が、前記断面中心Ｃを回る周方向に間隔を置
いて配置されるので、吸音材７とジェット排ガスとの接触面積を、流路方向の単位距離あ
たり大きくできる。従って、短い流路構造で十分な吸音性能を得ることができる。
【００１９】
　また、前記各吸音材７は、前記断面中心Ｃから所定距離だけ隔てた位置から、前記断面
中心Ｃから離れる方向に延びているので、前記流路５の断面中心部には、吸音材７が位置
しないようになっている。これにより、ジェット排ガスの流れ抵抗を最小限にすることが
できる。即ち、断面中心部では、ジェット排ガスの流速が最も大きくなるが、この部分は
、吸音材７が存在しない完全な空洞となるので、ジェット排ガスの流れ抵抗を最小限にす
ることができる。
【００２０】
　なお、図１の例では、各吸音材７は、流路５の内壁５ａに支持されているが、図２のよ
うに補強してもよい。図２（Ｂ）は、図２（Ａ）のＢ－Ｂ線矢視図である。図２に示すよ
うに、リング状の補強部材９が設けられる。この補強部材９には、各吸音材７の内端が結
合されている。これにより、流路５の内壁５ａと補強部材９とで、各吸音材７が両持ち支
持される。また、流路方向（図２（Ａ）の左右方向）における補強部材９の厚みは、流路
方向における各吸音材７の長さよりも大幅に小さいので、ジェット排ガスと周囲空気と混
合を妨げない。
【００２１】
　また、各吸音材７は、流路方向に流路５の一端から他端まで延びていてよい。
【００２２】
［第２実施形態］
　次に本発明の第２実施形態による流路構造体１０について説明する。第２実施形態では
、以下で説明する構成以外は、第１実施形態と同じであってよい。図３は、本発明の第２
実施形態による流路構造体１０を示す。図３（Ｂ）は、図３（Ａ）のＢ－Ｂ線矢視図であ
る。図３では、符号７の代わりに符号７ａ，７ｂを用いて吸音材を示している。
【００２３】
　第２実施形態によると、図３（Ｂ）に示すように、前記周方向に配置される前記吸音材
７ａ，７ｂの数は、前記流路５の内周側部分よりも外周側部分のほうが多くなっている。
なお、図３（Ｂ）において、内周側部分は破線の内側であり、外周側部分は破線と流路５
の内壁５ａとの間の部分である。このように、前記周方向において存在する前記吸音材７
ａ，７ｂの数は、前記流路５の内周側部分よりも外周側部分のほうが多くなっているので
、内周側部分と外周側部分との間で、周方向に関する吸音材７ａ，７ｂ同士の間隔を、均
一に近づけることができる。これにより、周方向に関する吸音材７ａ，７ｂ同士の間隔の
均一化を図ることができる。
　言い換えると、第２実施形態では、流路５の内壁５ａから断面中心Ｃに向かう放射方向
の寸法が異なる２種類の吸音材７ａ，７ｂを設けることで、周方向に関する吸音材７ａ，
７ｂ同士の間隔の均一化を図っている。なお、第２実施形態によると、前記寸法が異なる
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る吸音材同士の間隔の均一度をさらに高めることができる。
　第２実施形態の他の構成と効果は、第１実施形態と同じである。
【００２４】
　なお、図３の例では、各吸音材７ａ，７ｂは、流路５の内壁５ａに結合・支持されてい
るが、図４のように補強してもよい。図４（Ｂ）は、図４（Ａ）のＢ－Ｂ線矢視図である
。図４に示すように、リング状の補強部材９ａ、９ｂが設けられる。補強部材９ａには、
各吸音材７ａの内端と各吸音材７ｂの中間部とが結合されている。また、補強部材９ｂに
は、各吸音材７ｂの内端が結合されている。また、流路方向（図４（Ａ）の左右方向）に
おける補強部材９ａ，９ｂの厚みは、流路方向における各吸音材７の長さよりも大幅に小
さいので、ジェット排ガスと周囲空気と混合を妨げない。
【００２５】
　本発明は上述した実施の形態に限定されず、本発明の要旨を逸脱しない範囲で種々変更
を加え得ることは勿論である。
【００２６】
　例えば、上述の実施形態では流路５の断面形状は円形であったが、本発明によると、流
路５の断面形状は矩形などの他の形状であってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２７】
【図１】本発明の第１実施形態による流路構造体を示す図である。
【図２】第１実施形態において補強部材を設けた場合の流路構造体を示す図である。
【図３】本発明の第２実施形態による流路構造体を示す図である。
【図４】第２実施形態において補強部材を設けた場合の流路構造体を示す図である。
【図５】エンジンを収容体内に設ける場合の構成図である。
【図６】図５の構成にスプリッタ型吸音材を設けた場合の構成図である。
【図７】図５の構成に円筒型吸音材を設けた場合の構成図である。
【図８】エンジンの試験を行う場合の従来技術の構成図である。
【符号の説明】
【００２８】
１　エンジン、３　収容体、５　流路、５ａ　流路の内壁、７，７ａ，７ｂ　吸音材、９
　補強部材、１０　流路構造体、１１　流路、１３　流路構造体、１５　スプリッタ型吸
音材、１７　円筒型吸音材、
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】

【図５】
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【図６】 【図７】

【図８】
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